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言葉

米軍統治下の1961年（昭和36年）に創業し、本土家具の輸入販売を行ってきた歴史を持つなど、
県民の暮らしに寄り添ってきた株式会社大川。その歴史とともに、豊かさを広げる挑戦を続けている同社
の代表取締役社長 外間 いち子氏に、社名に込めた想いや事業展開などについてお話を伺いました。

株式会社大川
　代表取締役社長　外間　いち子

変化に対応しながら、豊かな 変化に対応しながら、豊かな 
暮らしとは何かを考え続ける暮らしとは何かを考え続ける

社名に「家具」を入れず、地名である「大
川」を掲げる
当社は、先々代で私の祖父にあたる外間完和

（故人）が創業いたしました。創業当初は個人
事業として事業をスタートさせましたが、法人
化にあたり社名を「株式会社大川」とした経緯
には、創業者の明確な想いがあります。

当時、日本で最も大きな家具の産地は福岡県
大川市でした。先々代はこの大川市から家具を
仕入れ、県民の皆さまに紹介し販売すること
で、家具販売業の基盤を築いてまいりました。
こうした事業の立ち上げに際し、大川市の皆さ
まから大きなご協力をいただいたことへの感謝
を込めて、社名に「大川」という地名を掲げる
ことにしたと聞いています。

一方で、「家具」の２文字を含まない「株式
会社大川」にしたのは、創業者が大切にしてい

た企業観によるものです。時代の変化とともに
生活様式は変わり、店の形も変わっていきま
す。百貨店が元は呉服店であったように、業種
や業態を変えながら企業は永続していくべきだ
という考えがありました。そのため、特定の事
業領域にとらわれないよう、社名には「家具」
を入れず、地名である「大川」を掲げたと聞い
ています。

経営理念「一人ひとりが豊かになる暮らしを
共に考え、共に創り上げる」
当社の経営理念である「一人ひとりが豊かに

なる暮らしを共に考え、共に創り上げる」に
は、大きく二つの意味を込めています。第一
に、「一人ひとり」という言葉を理念の冒頭に
掲げている点です。当社は家具・インテリアを
中心としながらも、10を超える事業・店舗形態
を展開しており、事業部や店舗ごとに異なる
ニーズに対応しています。多様な品揃えやサー
ビスは、県民の皆さま一人ひとりの暮らしに寄
り添うための組織づくりの結果であり、この姿
勢を経営理念に明確に示しています。

第二に、「共に考え、共に創り上げる」とい
う考え方です。まずはお客様と共に、「どのよ
うな商品や空間を望むのか」を丁寧に対話し、
その暮らしを具現化していくことが私たちの使
命だと考えています。また、従業員同士が知恵
やアイデアを持ち寄り、新たな価値を創出する

▲那覇市安里にて個人経営の家具販売業を創業
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協働の姿勢も重視しています。
こうした理念を象徴するのが、名刺裏面に描

かれたイラストです。道沿いに並ぶ家々の窓の
奥には多様な暮らしが描かれ、当社はその一つ
一つに応えていくことを目指しています。この想い
こそが、私たち全社員が共有する姿勢です。

６つの事業と６つの店舗を展開

当社は今年、創業65年を迎えます。これほど
長く県民の皆さまに支えていただいたことに、
まずは心より感謝申し上げます。そのうえで当
社が大切にしてきたのは、お客様の多様なニー
ズにどれだけ丁寧に応え続けられるかという一
点です。そのため、当社は店舗業態の開発に力
を注いでまいりました。

一般的な小売業では、一つのモデル店舗を大
量展開するチェーンストア理論が効率的とされ
ます。しかし当社はあえてその逆を選び、地域
の暮らしに合わせた独自の業態を構築してきま
した。良いものを長く使いたい方、お得に生活
を整えたい方、トレンドを重視する方など、生
活スタイルは十人十色です。さらにリサイクル
需要や高齢化による介護ベッド、法人向けには

「頑丈な椅子がほしい」「ホテル開業のためにオ
リジナル家具をつくりたい」といったニーズも
生まれます。こうした幅広い要望を一つの店舗
形態だけで満たすことは困難であり、品揃えに
も物理的な限界があります。だからこそ当社は
ターゲットごとにブランドや店舗タイプを細か

く分け、より深いレベルでニーズに応える体制
を整えてまいりました。この取り組みこそが、
お客様から評価いただいている価値につながっ
ていると考えています。

物流上のハンディキャップを克服

大型で重量のある家具は物流コストが高くな
りがちですが、当社では独自の物流体制を構築
することで、この課題に対応してまいりまし
た。当社はまず商品を福岡の倉庫に集約し、コ
ンテナ単位で沖縄へ輸送しています。この方式
により、個別輸送に比べて物流コストを大幅に
削減でき、お客様によりリーズナブルな価格で
家具を提供できていると考えています。

さらに、沖縄特有の問題として配送納期の長
さがあります。船便が中心となるため時間を要
しますが、当社ではアウトレット事業「TODAY 
OK」を展開し、現品在庫をそのまま販売する 
EDLP（エブリデー・ロープライス） 型の業態
で即日持ち帰りを可能にしています。また、一
定の在庫をあえて確保することで配送のリード
タイムを短縮し、利便性の向上に努めています。

島嶼県である沖縄では物流上の制約が避けら
れませんが、その中で納期短縮を図る在庫戦略
は、今後も重要な取り組みであると考えてい
ます。

PBの展開を強化

近年、当社では全店舗でPB（プライベート
ブランド）の開発を強化し、オリジナル商品を
含めた新商品の導入や売り場構成の刷新に取り
組んでいます。その結果として来店客数はここ
数年着実に増加しています。お客様に繰り返し
足を運んでいただけるのは、当社の開発力や売
り場づくりへの評価の表れだと考えており、今
後もPBを積極的に拡大していく方針です。

インターネットの普及により、全国の同一商
品の価格を容易に比較できる時代になりまし
た。そのなかで当社が競争力を保つためには、

「ここにしかない商品」を提供することが不可
欠です。小売業である当社自身が主体的にもの
づくりに関わり、現場の知見を活かした価値を
商品へ反映することこそが強みになると捉えて
います。

そのため商品開発には現場スタッフも参加
し、日々お客様から得ている声を商品会議で共
有しています。「ここを改良したほうが使いや
すい」「最近はこうしたデザインが人気だ」と
いったリアルな情報を反映することで、独自性
の高い商品を生み出すことができます。こうし
たPBは当社の重要な差別化要因となり、付加
価値を高め、収益を支える柱へと成長してい
ます。

変化に対応しながら、豊かな暮らしとは何か
を考え続ける
当社が大切にしている価値観の一つに、「時

代に合わせて変わり続ける」があります。社会
やお客様の価値観が変化していく中で、企業と
しても柔軟に対応し、新たな挑戦を続けていく
ことが不可欠だと考えています。

一方で、社内で長年言い継がれている言葉が
あります。それが 「逆境こそさわやかに」 です。
物価が上がり、先行きが見えにくい今の時代
は、まさに多くの企業にとって逆風の局面と言
えるかもしれません。しかし、こうした厳しい
時期こそ、新しい知恵や工夫が生まれるタイミ
ングでもあります。次々と訪れる試練を前向き
に捉え、そこから新しい価値を創り出す姿勢を
大切にしたいと考えています。そのためにも、
日々新しいことに向き合い、社会の動きや価値
観の変化に敏感であることが重要です。

同時に、人が豊かに生きるために本当に大切
なものは何か――その本質を深く考え続けるこ
とが、企業としての軸をつくると信じていま
す。この姿勢は、私一人のものではなく、社員
一人ひとりが共有すべき考え方です。全員が

「変化を受け入れ、新しい価値を模索しながら、
守るべきものを守る」という意識で動くことが
できれば、当社の経営理念は長く生き続け、企
業の持続的な成長につながっていくと考えてい
ます。

▲名刺裏面に描かれたイラスト
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会場の様子（TOKYO VENTURE CAPlTAL HUB）

沖縄総合事務局では、沖縄の地域課題の解決を目指すとともに、スタートアップの県内への定着・成長を
促すことを目的に、令和７年度沖縄型スタートアップ拠点化推進事業（地域課題解決型スタートアップ支援
事業）を実施しています。
本事業の一環として、沖縄の地域課題解決に取り組むスタートアップ向けの官民共創型アクセラレーショ
ンプログラムを行い、本プログラムの最終審査会において、入賞社を決定いたしました。
　

【令和７年度沖縄型スタートアップ拠点化推進事業（地域課題解決型スタートアップ支援事業）】
沖縄は、産業の持続可能性、離島の交通・物流、医療・福祉の充実など多岐にわたる課題を有しています。
こうした課題に対し、スタートアップとの官民共創で地域社会に新しい価値を生み出すことを目的に、本事
業では、自治体が地域課題を発信するピッチイベントや沖縄の地域課題解決に取り組むスタートアップ向け
の官民共創型アクセラレーションプログラム等の実施を通じ、地域課題を抱える自治体と技術やサービス等
を有するスタートアップをマッチングし、官民共創による課題解決に向けた実証を支援する取り組みを進め
ています。
　
【最終審査会　最優秀賞、優秀賞、審査員特別賞】
令和８年１月14日（水）に最終審査会を行いました。以下の５社が最優秀賞、優秀賞、審査員特別賞に
選ばれました。本最終審査会で入賞した５社のスタートアップは、自治体との実証プロジェクトのマッチン
グを行い、沖縄県内自治体との実証実験へと進み、当該事業を令和８年度「沖縄型スタートアップ拠点化推
進事業費補助金」に申請された場合は採択審査において加点がなされます。（※令和８年度予算の成立が前
提となります。）本取り組みが官民共創の気運醸成へ繋がり、沖縄県内における地域の課題解決へ資するこ
とを期待しています。

地域リレーションシップ情報 255
「地域課題解決型スタートアップ支援事業」

官民共創型アクセラレーションプログラムの入賞5社が決定しました！

アクセラレーションプログラムの詳細はこちら

最優秀賞：株式会社 Every WiLL　 
人流を創出し同時に６つの社会課題を解決する

宅配荷物の受取りサービス「トリイク」

優秀賞：株式会社ベスプラ　 
【ICT を活用した健康増進と地域活性のまちづくり】

持続可能な健康ポイントの実証

優秀賞：Curelabo 株式会社　 

草木資源を活用したアップサイクル素材の提案

審査員特別賞：有限会社シューコーポレーション　 
悪臭という課題を地域を潤す資源へ 「BO リアクター」による循環

型農業の共創提案

審査員特別賞：FUJIYAMA BRIDGE LAB 株式会社 

発達支援が必要なすべての子どもと家庭が “ 待たずに ” 支援にアク

セス「みらいらぼ」

〇お問い合わせ先〇　内閣府沖縄総合事務局経済産業部企画振興課 　電話：098－866－1727


